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本稿では、第 10回日本物理学会若手奨励賞（理論核物理領域）の受賞論文 [K. Sekizawa and

K. Yabana: Phys. Rev. C 88,(2013) 014614] に報告した研究成果について解説します。

1 はじめに

より中性子過剰な原子核を生成し、その性質を理解することは、原子核物理学の重要な課題の

一つです。近年、Coulomb障壁近傍の入射エネルギーにおける重イオン衝突に伴う多核子移行反

応によって、これまでに生成されたことのない中性子過剰核を生成できる可能性が指摘され、注

目を浴びています。しかしながら、目的の不安定核を生成するための最適な条件（入射核・標的

核・入射エネルギー）は明らかではなく、理論計算による予測が不可欠です。これまでに、多核子

移行反応を記述する様々な理論が提案されています。しかし、それらの理論は経験的なパラメー

タを含んでいるため、より予言力のある枠組みの発展が望まれていました。そこで私たちは、低

エネルギー重イオン反応を核子自由度から量子的に記述することができる時間依存Hartree-Fock

（TDHF）法を採用し、多核子移行反応の研究を行いました [1]。

TDHF法は 1930年に Diracにより提案されました [2]。その後、1970年代から重イオン反応

への応用が始まり [3]、今日に至るまで、原子核の励起・応答・反応を統一的に記述する枠組みと

して発展してきました [4]。しかしながら、私たちが研究に着手した当時、TDHF法を用いた多

核子移行反応の詳細な研究はなされておらず、どの程度断面積を定量的に記述することができる
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のかということも、明らかではありませんでした。受賞論文 [1]では、実験的に多核子移行反応

の断面積が測定されている反応を詳細に分析し、TDHF計算によってどの程度定量的に多核子移

行反応の断面積が記述されるのか検証しました。

本稿では、受賞論文 [1]に報告した、TDHF法による重イオン多核子移行反応の研究について

解説します。第２節において、TDHF法を用いた多核子移行反応の分析方法について説明しま

す。第３節において、異なる反応系に対する計算結果を比較しながら、TDHF計算の示唆する移

行反応機構について説明します。また、実験データや他の理論計算の結果との比較を行い、結果

の定量性について述べます。第４節において、まとめと今後の展望について述べます。

2 理論的枠組み

2.1 TDHF法

TDHF法は、多体の波動関数に Slater行列式

Ψ(r1σ1, . . . , rNσN , t) =
1√
N !

det{ψi(rjσj , t)} (1)

を採用した変分法に基づく理論です。ψi(rσ, t)は時刻 tにおける核子の一粒子波動関数です。rと

σはそれぞれ空間とスピンの座標を表わします。簡単のため、アイソスピンの自由度を省略して

説明します。次式で与えられる作用

S =

∫ t2

t1
⟨Ψ(t)|ih̄∂t − Ĥ|Ψ(t)⟩ dt (2)

を一粒子波動関数に関して変分することにより（δS/δψ∗
i = 0）、TDHF方程式を導くことができ

ます。重イオン反応の TDHF計算では、核子間の相互作用が接触型（vij ∝ δ(ri − rj)）である

Skyrme有効相互作用 [5]がよく用いられます。その場合、TDHF方程式は、

ih̄∂tψi(rσ, t) = ĥ[ρ(r, t)]ψi(rσ, t) (3)

のように、空間について局所的な形をとります。ここで、ĥ[ρ(r, t)]は一粒子ハミルトニアンを表わ

し、様々な密度を通して一粒子波動関数に依存しています。例えば、ρ(r, t) =
∑

σ

∑N
i=1|ψi(rσ, t)|2

は、核子の数密度です。TDHF法では、各時刻において、すべての核子が一つの平均場を構成し

ます（ĥに含まれています）。そしてその平均場の下で、それぞれの一粒子波動関数の時間発展

が (3)式に従って記述されます。

最近では、有効相互作用を用いた（時間依存）平均場理論と、物性物理学の分野で発展してき

た（時間依存）密度汎関数法（(TD)DFT）[6]の対応から、TDHF法に対して後者の呼び名を用

いることがあります [7]。本稿では、慣習に倣い、「TDHF法」という言葉を用いることにします。

2.2 重イオン反応の記述方法

次に、TDHF法を用いて重イオン反応を記述する方法について説明します。入射核の核子数を

NP、標的核の核子数をNT、系全体の核子数をN = NP +NTと表記します。ここでは、等間隔



図 1: 重イオン反応のTDHF計算に必要な工程とTDHF波動関数を表わした模式図です。図の

詳細については、本文をご参照ください。

の格子状に離散化された３次元実空間において、重イオン反応を記述する場合を考えます。はじ

めに、入射核と標的核の基底状態の波動関数を、Hartree-Fock方程式

ĥ[ρ(r)]ϕi(rσ) = εiϕi(rσ) (4)

を解くことにより、それぞれ独立に求めます（図 1 (a)）。εi は核子の一粒子エネルギーです。

こうして求めた２組の一粒子波動関数 {ϕi(rσ)}（i ∈ 入射核もしくは標的核）を、衝突計算用
の計算格子に配置します。入射核と標的核には、入射エネルギー、衝突径数、および初期配置

の相対距離から定まる運動量（h̄KP(T)）を与えます。限られた空間内で効率的に衝突過程を記

述するために、重心系（KP + KT = 0）がしばしば採用されます。TDHFの初期波動関数は、

ψi(rσ, t = 0) = eiKµ·r/Nµϕi(rσ)（µ = Pもしくは T）という、運動量を与えられた一粒子波動関

数によって構成されます（図 1 (b)）。この波動関数を初期条件としてTDHF方程式 (3)を解くこ

とにより、核子の移行やエネルギーの散逸、原子核の振動・変形・回転などの励起も含め、重イオ

ン反応を核子自由度から量子的に記述することができます（図 1 (c, d)）。このように TDHF法

では、有効相互作用さえ決めてしまえば、たとえ不安定核を含んだ反応でも、経験的なパラメー

タなしに反応を記述することが可能です。

2.3 移行確率の定義

移行反応の断面積を求め、実験データとの定量的な比較を行うためには、移行核子数ごとの反

応確率を計算する必要があります。本節では、衝突後に２つの原子核に分離した場合の波動関数

（図 1 (d)）に対する、核子移行確率の定義式を導きます。その確率は、波動関数の規格化条件∫
· · ·

∫
|Ψ(x1, . . . , xN )|2 dx1 · · · dxN = 1 (5)



から導くことができます。表記の簡略化のため x ≡ {r, σ}とし、
∫
dxはスピンについての和と空

間積分の両方を表わすものとします。また、確率を定義するため、全空間をそれぞれの放出核を

含む領域Aと領域Bに二分します（図 1 (d)）。

領域を二分したことにより、例えば２粒子系の場合、(5)式は

1 =

∫
A+B

∫
A+B

|Ψ(x1, x2)|2 dx1dx2

=

∫
A

∫
A
|Ψ(x1, x2)|2 dx1dx2 +

∫
B

∫
B
|Ψ(x1, x2)|2 dx1dx2 + 2

∫
A

∫
B
|Ψ(x1, x2)|2 dx1dx2

≡ P20 + P02 + P11 (6)

と書き換えることができます。上式の P20は領域Aに２つの粒子が存在する確率、P02は領域B

に２つの粒子が存在する確率、P11は領域Aと領域Bに１つずつ粒子が存在する確率です。同様

の式変形をN 粒子系に対して行うと、

1 =

∫
A+B

· · ·
∫
A+B

|Ψ(x1, . . . , xN )|2 dx1 · · · dxN

=
N∑

n=0

∑
{τi:AnBN−n}

∫
τ1
· · ·

∫
τN

|Ψ(x1, . . . , xN )|2 dx1 · · · dxN (7)

という表式を得ます。τi（i = 1, . . . , N）は領域Aもしくは領域Bを表わします。τiについての

和（
∑

{τi:AnBN−n}）は、τ1 · · · τN の並びの中に、領域 Aが n回、領域 B が N − n回現われる

NCn通りの組み合わせについて取られます。この式から、n個の粒子が領域 Aに、N − n個の
粒子が領域Bに存在する確率の定義として、

Pn ≡
∑

{τi:AnBN−n}

∫
τ1
· · ·

∫
τN

|Ψ(x1, . . . , xN )|2 dx1 · · · dxN (8)

を得ます。(7)式は
∑N

n=0 Pn = 1となり、Pnの確率としての解釈を保証します。

2.4 粒子数射影演算子

片方の空間領域を切り出す関数

Θτ (r) =

{
1 (r ∈ τ)
0 (r /∈ τ)

(9)

（τ = AもしくはB）を用い、

P̂n =
∑

{τi:AnBN−n}
Θτ1(r1) · · ·ΘτN (rN ) (10)

という演算子を導入すると、(8)式を

Pn =

∫
· · ·

∫
Ψ∗(x1, . . . , xN ) P̂nΨ(x1, . . . , xN ) dx1 · · · dxN (11)

と書くことができます。演算子 P̂nは (P̂n)
2 = P̂n を満たし、多体の波動関数から領域Aに n個

の粒子が存在する成分を抜き出す、粒子数射影演算子となっています。この粒子数射影演算子は、

P̂n =
1

2π

∫ 2π

0
ei(n−N̂A)θdθ (12)



と書くことも可能です。ここで、

N̂A =

∫ N∑
i=1

δ(r− ri)ΘA(r) dr =
N∑
i=1

ΘA(ri) (13)

は、領域 A内の粒子数演算子です。(10)式と (12)式が等価であることは、解析的に示すことが

できます [1]。

2.5 TDHF法への適用

多体の波動関数として Slater行列式 (1)を用いた場合、確率 Pn (11)を一粒子波動関数を用い

て表わすことができます。粒子数射影演算子として (10)式を用いた場合、

Pn =
∑

{τi:AnBN−n}
det{⟨ψi|ψj⟩τi} (14)

という表式を得ます。ここで、⟨ψi|ψj⟩τ ≡
∑

σ

∫
ψ∗
i (rσ)ψj(rσ)Θτ (r) drと定義しました。この表

式は、Koonin等によって 1977年に [8]、Lüddeと Dreizlerによって 1983年に [9]、それぞれ独

立に提案されています。表式 (14)を用いた場合、確率 Pnを計算するためには、N 次元の行列式

の計算が NCn回必要です。そのため、系の粒子数が多くなるほど計算コストが増大してしまい、

応用は比較的粒子数の少ない系に限られます。

粒子数射影演算子として (12)式を用いた場合、

Pn =
1

2π

∫ 2π

0
einθ det{⟨ψi|ψj⟩B + e−iθ⟨ψi|ψj⟩A} dθ (15)

という表式を得ます。この表式は、2010年に Simenelによって提案されました [10]。このような

方法は、もともと、Hartree-Fock-Bogoliubov （HFB）法を用いた核構造計算において、特定の

粒子数を持つ状態を得るために用いられていました [11]。表式 (15)を用いた場合、必要な行列式

の計算回数は、[0, 2π]の積分を離散化する分点の数となり、系に含まれる粒子数に依りません。

実際には、数百点程度で収束した結果が得られます。そのため、系の粒子数が多い場合にも、現

実的な計算コストで確率 Pnを計算することができます。

実際には、陽子数と中性子数に対し、粒子数射影を行います。TDHF法では、多体の波動関数

は陽子の波動関数と中性子の波動関数の積で与えられるため、移行確率も、

PN,Z(b) = P
(n)
N (b)P

(p)
Z (b) (16)

という、積の形になります。ここで、P (q)
n は、放出核に陽子（q = p）もしくは中性子（q = n）

が n個含まれる確率を表わします。N 個の中性子、Z個の陽子から成る放出核が生成される断面

積は、衝突径数 bについて積分することにより、

σ(N,Z) = 2π

∫ ∞

bmin

b PN,Z(b) db (17)

と評価することができます。衝突径数は正面衝突からのずれを表わす変数で、b < bminは核融合

反応が起こる衝突径数に対応します。



図 2: TDHF計算の結果得られた、58Ni+208Pb反応（Elab = 328.4 MeV）における、衝突す

る原子核の密度分布の時間発展の様子です。核融合反応が見られなかった最も小さい衝突径数

（b = 1.39 fm）に対する結果を示しています。文献 [1]に報告した図の色を修正して示しています。

3 結果

受賞論文 [1]では、実験的に多核子移行反応の断面積が測定されている 40Ca+124Sn（Elab =

170 MeV）[12]、48Ca+124Sn（Elab = 174 MeV）[13]、40Ca+208Pb（Elab = 235, 249 MeV）

[14]、58Ni+208Pb（Elab = 328.4 MeV）[15] に対する系統的な分析を行いました。低エネルギー

重イオン反応では、衝突する原子核の陽子数と中性子数の比（N/Z 比）を等しくするように核

子が移行する、荷電平衡過程が起こることが知られています [16]。また、入射核と標的核の電荷

の積（ZPZT）が約 1600より大きくなると、核融合反応が起こりにくくなることが知られていま

す [17]。分析した反応系は、N/Z比や電荷の積が異なるため、異なる反応の様相を示します。本

節では、異なる反応系に対する結果を比較しながら、TDHFの示唆する反応機構について解説し

ます。また、実験データや他の理論計算の結果との定量的な比較を行います。

3.1 反応ダイナミクス

まず、TDHF計算の結果得られた反応ダイナミクスの典型的な例として、58Ni+208Pb反応に

おける衝突する原子核の密度分布の時間発展の様子を、図 2に示しました。図は、反応平面上の

密度分布を示しています。各パネルは、異なる時刻の密度分布に対応し、初期時刻からの経過時

間が fm/cの単位で示されています（300 fm/c ≈ 10−21秒= 1ゼプト秒です）。左上のパネルで、

左側にある大きな原子核が 208Pb、右側にある小さな原子核が 58Niです。図から、原子核が接触

した際に太いネック構造が形成されること、ネックで繋がった系が反応平面上で回転すること、

数ゼプト秒のタイムスケールで反応が起こること、変形した放出核が形成されること、などを見

て取ることができます。

次に、図 2で見た反応の様相を、定量的に見ていきます。図 3に、TDHF計算の結果得られた偏

向関数（deflection function）Θ(b) (a, c, e)と全運動エネルギー損失（TKEL）(b, d, f)を、衝突

径数 bの関数として示しました。偏向関数は、その絶対値が重心系における散乱角に等しく、負の
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図 3: 上部 (a, c, e)には偏向関数 Θ(b)を、下部 (b, d, f)には全運動エネルギー損失 (TKEL)

を、衝突径数 bの関数として示しています。左側の図が 40,48Ca+124Sn、中央の図が 40Ca+208Pb、

右側の図が 58Ni+208Pb反応に対する TDHF計算の結果です。データは文献 [1]に報告したもの

です。

符号によって衝突軸を跨いでどれだけ回転したかを表わす量です。TKELは、相対運動のエネル

ギーがどれだけ内部の励起エネルギーに転換されたかを表わす量です。左から、40,48Ca+124Sn、
40Ca+208Pb、58Ni+208Pb反応に対する結果が示されています。

衝突径数の大きい場合には、入射核と標的核は接触せず、ほとんど弾性的な Coulomb散乱と

なります。図 3 (a, c, e)を見ると、衝突径数の比較的大きい領域では偏向関数が Coulomb散乱

の散乱角（破線）に等しいことがわかります。また、そのような領域では、TKELがとても小さ

いことがわかります (b, d, f)。

衝突径数が小さくなるにつれ、入射核と標的核が接触しはじめます。核力の引力により軌道は前

方へ歪められ、偏向関数は減少し、Coulomb散乱のものからずれはじめます（図3 (a): b ≈ 4.5 fm、

(c): b ≈ 5–6 fm、(e): b ≈ 4 fm）。さらに衝突径数が小さくなると、入射核と標的核をつなぐネッ

ク構造が形成されるため、偏向関数が大きく減少します。また、ネックを介して多数の核子が交

換されるため、相対運動のエネルギーが内部の励起エネルギーに転換され、TKELが増大します。

衝突径数の小さい領域の TKELの振る舞いに、反応系ごとの違いが見られます。電荷の積が

小さい場合（40,48Ca+124Sn）には、TKELは最大で 18–25 MeVであるのに対し (b)、大きい場

合（40Ca,58Ni+208Pb）には、最大で 50–60 MeVとなっています (d, f)。これは、電荷の積が大

きい場合に（ZPZT > 1600）、核融合反応が阻害され、太いネック構造を形成した後で２つの原

子核に分離するダイナミクスが現われたことを反映しています。

3.2 移行反応機構

それぞれの放出核の核子数密度を積分することにより、平均の移行核子数を評価することができ

ます。図 4に、TDHF計算の結果得られた平均移行核子数 (a, c, e, g)と放出核（PLF: Projectile-



図 4: 平均移行核子数を (a, c, e, g)に、放出核の陽子数と中性子数の比を (b, d, f, h)に、衝突

径数 bの関数として示しています。左上の図が 40Ca+124Sn、右上の図が 48Ca+124Sn、左下の図

が 40Ca+208Pb、右下の図が 58Ni+208Pb反応に対するTDHF計算の結果です。データは文献 [1]

に報告したものです。(i, j)には、講演スライドで用いた模式図を示しました。

like fragment, TLF: Target-like fragment）のN/Z 比 (b, d, f, h)を、衝突径数 bの関数として

示しました。正の移行核子数は標的核から入射核への移行に対応し、負の移行核子数は入射核か

ら標的核への移行に対応します（図 4 (i)）。(b, d, f, h)には、系のN/Z 比の平衡値（複合系の

N/Z 比）が破線で示されています。

図 4 (a, c, e, g)を見ると、衝突径数の大きい領域（b > 6 fm）では、核子はほとんど移行して

いないことがわかります。また、図 4 (b, d, f, h)を見ると、どの系においても、衝突径数が小さ

くなるにつれ、N/Z 比が系の平衡値（破線）に近付いていくことがわかります。この振る舞い

は荷電平衡過程として知られており、陽子と中性子はそれぞれ逆方向に移行します（図 4 (i)）。

N/Z比の差が小さい場合（48Ca+124Sn）、もともと平衡値に近いため、平均移行核子数はとても

小さくなります (c)。

電荷の積が大きい場合（40Ca,58Ni+208Pb）、衝突径数の小さい領域において、平均移行核子数
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図 5: 粒子数射影法によって得られた 58Ni+208Pb反応（Elab = 328.4 MeV）における核子移行

反応確率を、衝突径数 bの関数として示しています。上部 (a, b)には中性子の移行確率を、下部

(c, d)には陽子の移行確率を示しています。右側の図 (b, d)は、衝突径数の小さい領域（b < 3 fm）

を拡大したものです。網掛けの領域（b < 1.39 fm）は、核融合反応が見られた衝突径数に対応し

ます。図は文献 [1] のものを用いました。

の振る舞いが大きく変化していることがわかります (e, g)。一方で、放出核のN/Z比は、単調に

平衡値（破線）に近付いています (f, h)。この振る舞いは、核融合反応が阻害されたことによる、

太いネックの形成と断裂のダイナミクスとして理解することができます。太いネックが形成され

ている間に荷電平衡過程が起こり、その後で２つの原子核に分離します。ネック領域は陽子と中

性子の両方から構成されるため、太いネックの形成と断裂のダイナミクスは陽子と中性子の同一

方向への移行を引き起こします（図 4 (j)）。

このように、TDHF計算の結果は、衝突径数に応じ、１）最近接距離の大きい場合に起こる少

数個の核子の移行（荷電平衡過程）と、２）最近接距離の小さい場合に起こる太いネックの形成

と断裂のダイナミクスに伴う多数の核子の同一方向への移行という、２つの移行反応機構が現わ

れることを示唆しています。

3.3 移行反応確率

それぞれの原子核が生成される断面積を求め、実験データとの定量的な比較を行うためには、

核子の移行反応確率が必要です。図 5に、粒子数射影法を用いて計算された中性子 (a, b)と陽

子 (c, d)の移行確率を、衝突径数 bの関数として示しました。本節では、典型的な例として、
58Ni+208Pb反応に対する計算結果を示します。

図 5 (a, c)に実線で示されているように、衝突径数の大きい領域（b > 6 fm）では、準弾性散

乱（0n, 0p）が支配的になります。（0n, 0p）に次いで衝突径数の大きい領域にまで広がっている
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図 6: 48Ca+124Sn反応（Elab = 174 MeV）における、軽い放出核の生成断面積を示していま

す。各パネルに移行陽子数 (±xp)（x = 0, 1, 2）ごとに断面積を分類して示しています。横軸は

軽い放出核の中性子数です。点が実験データ [13]、実線が TDHF計算の結果です。比較のため、

文献 [13] に報告されているGRAZING計算の結果も示しています。図は文献 [1]のものを用いま

した。

ものが、１つの核子が移行する確率です（+1n, −1p）。図 5 (a)と (c)を比べると、１中性子移行

確率の方が、１陽子移行確率よりも、衝突径数の大きい領域にまで広がっていることがわかりま

す。さらに衝突径数の小さい領域（b < 5 fm）では、複数の核子が移行する確率が現われます。

衝突径数の比較的大きい領域（b > 3 fm）では、入射核と標的核の N/Z 比から予想される、

系の荷電平衡に向かう方向への移行が支配的です（陽子: 58Ni→208Pb、中性子: 58Ni←208Pb）。

一方で、衝突径数の小さい領域（b < 3 fm: 図 5 (b, d)）では、陽子・中性子ともに 208Pbから
58Niへ移行する確率が現われます。この領域に見られる陽子・中性子の同一方向への移行は、前

節でも触れた、太いネックの形成と断裂のダイナミクスによるものです。

3.4 移行反応断面積

移行反応確率を衝突径数について積分することにより、移行核子数ごとの反応断面積を計算す

ることができます。本節では、典型的な例として、48Ca+124Sn反応と 58Ni+208Pb反応の結果を

示します。

図 6に、48Ca+124Sn反応における軽い放出核の生成断面積を示しました。点が実験データ [13]、

実線が TDHF計算によって得られた断面積です。比較のため、GRAZINGと呼ばれる半古典理

論 [18]を用いた計算によって得られた断面積も示しています。各パネルに、移行陽子数（±xp、
x = 0, 1, 2）ごとに断面積を分類して示しています。横軸は軽い放出核の中性子数です。

第 3.2節において、48Ca+124Sn 反応の TDHF計算の結果は、入射核と標的核のN/Z 比が近

いために、とても小さい平均移行核子数を与えることを見ました。この傾向は、陽子と中性子

が加わる方向ととれる方向の両方に対称的に移行したことを示唆しています。図を見ると、そ

れらの断面積が実験的にも測定されていることがわかります。移行陽子数の少ない場合には (0p,

±1p)、TDHF計算によって断面積を定量的に記述できていることがわかります。また、全体的

に、TDHFはGRAZINGと同程度の定量性で断面積を記述していることがわかります。
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図 7: 58Ni+208Pb反応（Elab = 328.4 MeV）における、軽い放出核の生成断面積を示していま

す。各パネルに移行陽子数 (−xp) （x = 1, 2, 3）ごとに断面積を分類して示しています。横軸は

軽い放出核の中性子数です。点が実験データ [15]、実線がTDHF 計算の結果です。比較のため、

文献 [15, 19]に報告されている CWKB計算と Langevin計算の結果も示しています。図は文献

[1]のものを用いました。

一方で、２つの陽子が移行した場合には (±2p)、実験データと TDHF 計算の結果の間にずれ

があることがわかります。実験データは、TDHF計算の結果と比較して、48Caから陽子がとれ

た場合 (−2p)には中性子もとれ、48Caに陽子が加わった場合 (+2p)には中性子も加わる傾向が

あることを示唆しています。同様のずれは、GRAZING計算の結果にも見られます。中性子がと

れるという方向については、放出核が中性子を放出して脱励起した（核子蒸発）という可能性が

考えられますが、GRAZING計算の結果は、その影響はとても小さいということを示唆していま

す（図 6: バツ印（核子蒸発なし）、ひし形（核子蒸発あり））。このことは、TKELが比較的小

さいということからも理解できます（図 3 (b)）。したがって、図 6 (±2p)に見られる実験データ
とのずれは、陽子と中性子を同じ方向に移行させるような相関の重要性を示唆しています。この

ような核子間の相関は、TDHFやGRAZINGには含まれていません。

次に、図 7に、58Ni+208Pb反応の結果を示しました。58Ni+208Pb反応は、入射核と標的核の

N/Z 比の差が比較的大きいため、陽子は 58Niから 208Pbへの、中性子は 208Pbから 58Niへの、

移行を好みます。図には、主要な反応過程である (−1p)～(−3p)の断面積を示しました。点が実
験データ [15]、実線が TDHF計算によって得られた断面積です。比較のため、Langevin計算に

よって得られた断面積 [19]を破線で、CWKB [20]という半古典理論を用いた計算によって得ら

れた断面積 [15]を三角形の記号で示しています。

図を見ると、移行核子数が小さい場合には、TDHF計算によって断面積が定量的に記述できて

いることがわかります。しかしながら、移行核子数が増加するにつれ、TDHF計算の結果得られ

た断面積の最大値の位置が、実験データと比較して中性子数の多い方向（図の右側）にずれてい

ることがわかります。この反応では、比較的大きいTKELが見られたため（図 3 (f)）、核子蒸発

の影響があると考えられます。実際、核子蒸発の影響を考慮していないCWKB計算（三角形の

記号）の結果にも、同様のずれが見られます。一方で、Langevin計算（破線）は、核子蒸発の

影響を考慮することにより、最大値の位置を再現することに成功しています。しかし、Langevin



計算では、実験データを再現するようにパラメータが調整されているということは、留意する必

要があります。また、CWKB計算に比べTDHF計算は、断面積の絶対値をより定量的に記述し

ていることがわかります。

4 まとめと今後の展望

本稿では、受賞論文 [1]に報告した、TDHF法による重イオン多核子移行反応の研究について解

説しました。実時間・実空間でTDHF方程式を解く並列計算コード、および、粒子数射影法を用い

た解析コードを開発・応用することにより、多核子移行反応の詳細な研究を行いました。多核子移

行反応の断面積が実験的に測定されている 4つの系（40,48Ca+124Sn・40Ca+208Pb・58Ni+208Pb）

に対する系統的な TDHF計算を行い、移行反応機構について分析しました。

Coulomb障壁近傍の重イオン反応のTDHF計算では、どの反応系においても速い荷電平衡過

程が見られます。衝突径数が比較的大きく、反応途中で密度分布が大きな重なりを持たない場合、

入射核と標的核のN/Z 比から予想される、系の荷電平衡に向かう方向に核子が移行します。衝

突径数が小さくなるにつれ、入射核と標的核が接触し、ネック構造が形成されます。電荷の積が

小さい場合（ZPZT < 1600）、ネックが形成される衝突径数の内側では、容易に核融合反応が起

こります。一方で、電荷の積が大きい場合（ZPZT > 1600）、強いCoulomb斥力により核融合反

応が起こりにくくなり、太いネックを形成した後で２つの原子核に分離するダイナミクスが現わ

れます。ネックを介して多数の核子が交換されるため、相対運動のエネルギーが内部の励起エネ

ルギーに転換されます。また、ネック領域は陽子と中性子の両方から構成されるため、太いネッ

クの形成と断裂のダイナミクスは陽子と中性子の同一方向への移行を引き起こします。

TDHF計算によって得られた衝突後の多体の波動関数に対し、粒子数射影法を適用すること

により、移行反応確率と断面積を評価しました。結果を実験データや他の理論計算の結果と比較

することにより、TDHF計算によって、多核子移行反応の断面積をある程度の定量性をもって評

価できるということが示されました。反応に関する一切のパラメータを含まない TDHF計算に

よって断面積の定量的な記述が得られたということは、特筆に値します。

しかしながら、本研究で分析したどの反応系においても、移行核子数が平均値から離れた場合

に、実験データを過小評価する傾向が見られました。このずれの原因としては、現在の枠組みに

十分に含まれていない、核子蒸発による脱励起の影響や核子間の相関の効果が考えられます。ま

た、核子の移行が引き起こす平均場の変化の記述も、現在の枠組みでは十分ではありません。例

えば、複数の陽子が入射核からとれた（に加わった）場合、入射核側の中性子が感じるポテンシャ

ルは浅く（深く）なるはずで、このポテンシャルの変化は入射核への中性子の移行を阻害（助長）

すると考えられます。こうした移行核子数に依存した平均場がもたらす陽子・中性子間の平均場

を介した有効的な相関が、実験データとのずれを小さくする方向に断面積を修正する可能性があ

ります。

現在私たちは、断面積のより定量的な記述を実現するために、核子蒸発の影響を統計模型を用

いて評価する枠組みの開発 [21, 22]や、対相関などの多体相関を取り入れる理論の拡張へ向けた

取り組みを進めています。断面積の記述の定量性を改善した上で様々な初期条件に対するTDHF

計算を系統的に行うことにより、未知の不安定核を生成する最適な条件や新奇な反応機構を予言

することを目指します。また、最近は、重い原子核の衝突に伴う準核分裂過程にも、TDHF 法の



応用を進めています [23]。インド、イタリア、オーストラリアの実験グループとの国際共同研究

も進めており、実験グループと協力しながら詳細な分析を行い、低エネルギー重イオン反応のさ

らなる理解を深め、延いては、原子核物理学の発展に貢献することを目指します。

より詳しい内容については、受賞論文 [1]や筆者の学位論文 [24]をご参照ください。
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[9] H.J. Lüdde and R.M. Dreizler: J. Phys. B 16, (1983) 3973.

[10] C. Simenel: Phys. Rev. Lett. 105, (2010) 192701.

[11] M. Bender et al.: Rev. Mod. Phys. 75, (2003) 121.

[12] L. Corradi et al.: Phys. Rev. C 54, (1996) 201.

[13] L. Corradi et al.: Phys. Rev. C 56, (1997) 938.

[14] S. Szilner et al.: Phys. Rev. C 71, (2005) 044610.

[15] L. Corradi et al.: Phys. Rev. C 66, (2002) 024606.



[16] H. Freiesleben and J.V. Kratz: Phys. Rep. 106, (1984) 1.
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